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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

87.5%

25 25

1,100

17,361 16,117

0

予算額

18 19 25

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

45

8年度

14,100

自治会年平均自主事業

5年度 6年度

40

千円 19,011

14,898

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 2 総務費 項 8

部局名 市民環境部 課室名 市民活動推進課

事業 19

40 40

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

11

目 1

コミュニティ活動支援

自治振興総務費

事業名

協働推進担当

45

枝番号

事業の対象 市民・地域活動団体

事業の目的

活動概要

地域コミュニティ活動が活性化し、新たに地域活動に参加する市民が増える。地域活動団体が自立し、充実した団体運営・

事業展開が行える。

自治会及び自治会連合会における活動の支援や、コミュニティ協議会における各委員会（美しいまちづくり推進、緑化推進

運動、市民ふれあい、青少年問題対策、広報）活動の支援、啓発機材の貸し出し等を行っている。

－

委託先

予算事業コード 1066010

23 - 45

％ 36 34

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

まちや人とつながり心豊かに過ごす

1コミュニティ活動の推進

％

33

-

自治振興費

コミュニティ活動の満足度

自治会加入率

目標像

1

0

14,100

16,151

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

2,017

一般財源

 【自治会】　自治会補助金：8,612,000円（84自治会）

 【自治会連合会】　自治会連合会補助金：5,055,700円

　　　　　　　　　　　　自治会連合会主催事業

　　　　　　　　　　　　　①防犯パトロール：2回（4/6、12/7)　  　②クリーン・オブ・和光：3回（6/16、11/16、3/1)

　　　　　　　　　　　　　③地域防災訓練：1回（6/1）　　　　　　 ④地区懇談会：2回（《前期》7/7～11、《後期》2/5）

　　　　　　　　　　　　　⑤広報紙「自治連わこう」発行：2回

 【コミュニティ協議会】　コミュニティ協議会補助金：400,000円

　　　　　　　　　　　　　　 コミュニティ協議会主催事業

　　　　　　　　　　　　　　　 ①心から感謝表彰：1/27 （被表彰者 2件）　　②つるし雛教室：5回

　　　　　　　　　　　　　　　 ③つるし雛展示： 展示ホール（11/1～9）、市役所６階交流スペース（12/3～12/25）、市庁舎1階ホール（12/25～1/22）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　白子コミセンロビー（1/22～2/16）、サンアゼリア大ホールホワイエ（2/16～3/4）

　　　　　　　　　　　　　　　 ④苔テラリウム講座：11/27　　⑤わこうっちかるた遊び：新倉学童クラブ（7/22）、中央学童クラブ（7/31）

　　　　　　　　　　　　　　　 ⑥あいさつ運動：9/1～9/5、1/8　　⑦広報紙「コミュニティ協議会だより」発行：1回

 【備考】　指標名　コミュニティ活動の満足度の令和7年度は、市民意識調査がなかったため実績値なしとしている。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

17,354 15,998

0 0人

3,100

0

0

-

16,151

千円 14,254

執行率

0
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３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

今後も自治会及び自治会連合会への支援と、活動団体と連携を取りながら地域コミュニティにつながる事業を展開できる

よう支援（補助金の交付、団体運営助言等）を行う。

A

団体支援事業（補助金交付事業）であるため

理由 団体支援事業（補助金交付事業）であるため

公共性

理由 事業実施に必要なコストのみでの実施であるため

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 自治会補助金の申請に対し、チェックシートを活用し、作業の効率化を行っている

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

団体支援事業（補助金交付事業）であるため

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

地域活動の中核を担う自治会の加入率が減少傾向である。また、地域コミュニティの推進を図る必要がある。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

8,000 8,000

0 0人

0

0

0

-

8,000

千円 8,000

執行率

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

8,000

8,000

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

0

一般財源

○協賛金額　　2,632千円

【内訳】　企業　89社　2,510千円

　　　　　個人　21件    122千円

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 1067002

5 5 5

回 8 8

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

まちや人とつながり心豊かに過ごす

2コミュニティ活動の推進

回

－

5

自治振興費

市民まつり実行委員会の開催数

市民まつり実行分科会の開催数

目標像

1 枝番号

事業の対象 市民

事業の目的

活動概要

市民相互の連帯感とコミュニティ活動を醸成すると共に、和光の歴史と文化への理解を深め、新しい文化を創造し、緑と人

間の自然な調和の保たれたまちづくりの形成に資することを目的とする。

市民のふれあいの場として、市内の市民団体で実行委員会を組織し、市民との協働により市民まつりを実施する。

和光市民まつり実行委員会補助金交付要綱

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

11

目 1

市民まつり

自治振興総務費

事業名

4

コミュニティ担当

7

委託業務名

0

款 2 総務費 項 8

部局名 市民環境部 課室名 市民活動推進課

人 25,000

7 ー

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

7年度 7年度

委託理由

6

8年度

8,000

来場者数

市民ひろばステージでの市内の文化・歴史の紹介数

5年度 6年度

4

8

千円 8,000

8,000

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

30,000 20,000 20,000

4団体 4

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

100.0%

4 4

35,000 35,000

0

8,000 8,000

0

予算額
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３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

近年、人件費や運搬費等の高騰に伴い、年々運営費が上がり、補助金だけでのまつり運営が厳しくなっている。そのた

め、まつりの運営を維持するためにも、自主財源の確保が急務となっている。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

引き続き、自主財源の確保に努め、まつり運営の維持、来場者が楽しめるイベントの充実を目指したい。

A

実行委員会へ補助金を交付しているため。

理由 実行委員会へ補助金を交付しているため。

公共性

理由 実施にかかる費用が高騰しているため。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 市からの補助金だけではなく、協賛金等を集めながら運営しているため。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

和光市民まつりは各主体と一体となってまつりを実施しているため。

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある



補
助
資
料

補助資料①

〇委託業務名

コミュニティ施設管理協力業務委託
消防用設備等保守点検業務委託
施設清掃業務委託
警備業務委託
空調機保守点検業務委託
植木剪定等業務委託
自家用電気工作物保安管理業務委託
受水槽定期清掃業務委託
自動ドア定期点検業務委託
エレベーター保守点検業務委託
建築設備定期報告調査業務委託
特定建築物定期調査報告業務委託
排水管清掃業務委託
連結送水管耐圧試験業務委託
防火設備定期検査報告業務委託
防火対象物定期点検業務委託
防火対象物定期点検業務委託
一般廃棄物収集運搬処理業務委託



補
助
資
料

補助資料①

〇委託業務名

コミュニティ施設管理協力業務委託
消防用設備等保守点検業務委託
施設清掃業務委託
警備業務委託
空調機保守点検業務委託
植木剪定等業務委託
自家用電気工作物保安管理業務委託
受水槽定期清掃業務委託
自動ドア定期点検業務委託
エレベーター保守点検業務委託
建築設備定期報告調査業務委託
特定建築物定期調査報告業務委託
排水管清掃業務委託
連結送水管耐圧試験業務委託
防火設備定期検査報告業務委託
防火対象物定期点検業務委託
防火対象物定期点検業務委託
一般廃棄物収集運搬処理業務委託
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

91.3%

2 3

0

1,446 4,928

0

予算額

2 1 －

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

1

8年度

4,498

工事件数

5年度 6年度

千円 10,654

1,445

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 2 総務費 項 8

部局名 市民環境部 課室名 市民活動推進課

件 5

白子コミュニティセンター空調設備更新工事を施工するにあたり、設計が必要となるため。

単位

白子コミュニティセンター空調機・換気設備更新工事設計業務委託

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

11

目 2

コミュニティ施設整備

コミュニティ施設費

事業名

コミュニティ担当

2

枝番号

事業の対象 市内在住・在勤・在学者

事業の目的

活動概要

市民等がコミュニティ施設を安全で快適に利用できるよう、施設の整備・修繕等を行う。

コミュニティ施設の適切な配置を図るため、施設整備を行うほか、経年劣化による施設本体や設備等の改修・修繕などを計

画的に進める。

コミュニティ施設設置及び管理条例

委託先

予算事業コード 1075001

－ 1 1

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

まちや人とつながり心豊かに過ごす

4コミュニティ活動の推進

件 －

自治振興費

設計業務委託件数

目標像

1

0

4,498

24,497

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

430

一般財源

令和７年度設計業務委託

・白子コミュニティセンター空調機・換気設備更新工事設計業務委託

令和７年度工事

・本町地域センター空調機修繕工事

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

10,021 1,445

0 0人

0

0

0

-

83,197

千円 10,021

執行率

58,700



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

施設の老朽化による安全性の低下を防ぎ、利用者が安心して利用できる環境を整備するため、計画的な修繕・改善を実施

する。

A

市保有施設のため

理由 市保有施設のため

公共性

理由 施設の経年劣化が進んでいるため。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 管理協力員委員会と連携し、施設の修繕台帳を管理し、整備の準備をしている。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

市保有施設のため

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

コミュニティ施設は老朽化が進行し、多くの修繕および改善箇所が発生している。利用者の安全性を確保し、安心して利

用してもらうためにも、施設の適切な維持管理が必要である。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

92.8%

9,500 9,500

5,365

10,861 11,015

0

予算額

10,419 10,034 9,500

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

100

8年度

3,870

民生委員活動(相談)件数

5年度 6年度

90

千円 10,807

3,462

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 3 民生費 項 1

部局名 福祉部 課室名 地域共生推進課

回 9,422

90 90

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

11

目 1

民生・児童委員活動支援

社会福祉総務費

事業名

地域共生担当

100

枝番号

事業の対象 民生委員児童委員・主任児童委員

事業の目的

活動概要

常に社会奉仕の精神を持って、地域住民の立場で相談・援助活動を行い、担当区域の住民の福祉増進を図るための体制を整

える。

低所得者等の生活困窮者、障害者、高齢者、ひとり親家庭等、地域において様々な理由により援助を必要とする住民に対し

て、福祉サービスに関する情報提供、生活相談、見守り、調査を行う。

民生委員法、民生委員法施行令、児童福祉法第16条・17条・18条

民生委員及び児童委員活動費等補助金

委託先

予算事業コード 1081001

84 82 100

％ 92 89

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

まちや人とつながり心豊かに過ごす

1地域で支え合う福祉の推進

％

87

82

社会福祉費

民生委員定員充足率

定例会出席率(合同・地区)

目標像

2

0

10,227

4,640

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

788

一般財源

民生委員・児童委員としての能力を伸ばし、地域福祉の向上を図る。

１　民生委員・児童委員の人数(定数92人　実数75人)

　内訳：第１地区民協（定数28人　実数23人）、第２地区民協（定数19人　実数18人）、第３地区民協（定数20人　実数18

人）、第４地区民協（定数25人　実数16人）

２　会議開催状況（開催回数　77回　出席延べ人数　1,324人）

　内訳：役員会（12回　171人）、４地区定例会（40回　663人）、４地区合同定例会（4回　194人）、生活福祉部会［24人］（2

回　41人）、高齢者福祉部会［25人］（2回　40人）、児童福祉部会［26人］（2回　37人）、合同視察研修（2回　77人）、その

他研修（7回　57人）、主任児童委員連絡会［8人］（7回　44人）

３　その他

・年間を通し実施した「お達者訪問運動」では、2,020世帯への訪問を実施し見守りを行うことで、高齢者の孤立予防の一助と

なった。

・民生委員・児童委員の３年に１度の改選年であったため、新規委嘱者のスムーズな活動につながるよう、研修等をよりきめ細

やかに実施した。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

8,642 8,827

0 0人

5,259

0

6,357

-

10,996

千円 3,383

執行率

6,356



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

B

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

・欠員（地区）には、各種サポーターやボランティア会員など福祉の意欲のある方などの参加を求める。

・欠員（地区）における民生委員・児童委員のなり手発掘のため、地域団体等に積極的に聞き込み・アプローチをする。

・SNS等を活用し、若い世代へのアプローチを検討する。

・民生委員・児童委員・事務局（社協）・市との連携をより強化しながら日頃の活動を展開していく。

A

事務局として社会福祉協議会に担ってもらっている

理由 厚生労働大臣の委嘱による非常勤の特別職地方公務員であるため

公共性

理由 支出の大部分が費用弁償や研修費であるため

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 電子化やオンライン化の工夫の余地はある

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

厚生労働大臣の委嘱による非常勤の特別職地方公務員であるため

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

令和７年１２月に３年に一度の一斉改選が行われ、定年等による退任で欠員（地区）の増加が見込まれていたが、新規委

嘱者を８名確保することが出来、欠員の増加は最小限に抑えることが出来たが、地域に根差した活動経験のある民生委

員・児童委員候補者が引き続き不足している。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

100.0%

354 363

20 20

2,625

38,845 38,852

0

予算額

24 25 20

300回 489

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

700

8年度

36,220

高齢者会食サービス回数

ふれあいサロン等開催数

5年度 6年度

300

5,000

千円 38,838

36,219

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 3 民生費 項 1

部局名 福祉部 課室名 地域共生推進課

回 22

地域における課題やニーズの把握、地域資源の開発を進め、地区社会福祉協議会設立の調整など地域福祉推進のためのコー

ディネートを行うため

5,000 5,000

単位

地域福祉コーディネーター業務委託

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

11

目 1

地域福祉団体活動支援

社会福祉総務費

事業名

300

地域共生担当、包括支援担当

700

枝番号

事業の対象 和光市社会福祉協議会、保護司会

事業の目的

活動概要

地域福祉を推進する団体(保護司会・和光市社会福祉協議会)の活動を支援し、地域の人々が互いに支えあい、住み慣れたま

ちで安心して生活できる「福祉のまちづくり」がされているようにする。

地域福祉団体(保護司会・社会福祉協議会)に補助金・負担金を支出し、地域で支え合う体制を整備している。

地域福祉コーディネーターの業務委託を実施することで、「地域づくり」を現場で支援し、会食サービスやふれあいサロン

などを実施している。

社会福祉法第109条、保護司法第17条

生活困窮者支援等のための地域づくり事業費等補助金

委託先

予算事業コード 1082002

535 651 700

人 7,637 4,256

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

まちや人とつながり心豊かに過ごす

2地域で支え合う福祉の推進

人

8,278

506

社会福祉費

高齢者会食サービス利用者数

ふれあいサロン等参加者数

目標像

2

0

38,845

38,038

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

7

一般財源

　地区社会福祉協議会では、市内９つの全小学校区ごとに地域福祉コーディネーターのサポートを受けながら、地域住民が必要

に応じた自主的な活動として、サロンや地域食堂など地域住民を巻き込んだ取り組みを行っている。

その他、地域住民の「憩いの場」となるようなイベントの提供を、年間通して行っている。

【地域福祉団体活動支援】

１．委託料

　　地域福祉コーディネーター委託料　５，２５０，０００円

２．負担金及び会費

　　埼玉県更生保護観察協会朝霞支部負担金　５９４，０００円

３．補助金

　　社会福祉協議会事務局補助金　３３，０００，０００円

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

38,838 38,844

0 0人

2,625

0

2,625

-

41,038

千円 36,213

執行率

3,000



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

B

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

令和６年３月に全小学校区で地区社協が設立されたため、次の段階としてエリアごとのつながりの強化を図るため、南エ

リア及び中央エリアにおいて地域福祉推進協議会を設立した。今後、北エリアにおいても設立を進めていく。

また、より円滑な活動を実施するため物資保管庫やファイリングキャビネットの整備を進めていく。

A

市と社会福祉協議会との協働が必要であるため

理由 営利事業ではないため

公共性

理由 大部分が人件費であるため削減の余地はほとんどない

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 朝霞地区保護司会定例会を年間６回から４回に見直しした。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

すでに連携を図っている。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

各地区社協役員の構成が設立時からほとんど変わっておらず、運営委員を含めた人数も多くない。そのため、事業参加者

が運営委員となっている好循環のケースを広げ、特に若い世代の新たな運営委員・役員を増やしていく必要がある。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

100.0%

1

0

0 1,546

0

予算額

3 3

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

8年度

1,546

防火戸修繕

ゆめちかろ過機修繕

5年度 6年度

1

千円 0

0

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 3 民生費 項 1

部局名 福祉部 課室名 地域共生推進課

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

11

目 6

総合福祉会館施設整備

総合福祉会館費

事業名

地域共生担当

枝番号

事業の対象 総合福祉会館

事業の目的

活動概要

高齢者や障害者を含む全ての利用者にとって、安全性及び利便性の高い施設となっているようにする。

総合福祉会館内の指定管理者制度導入施設の管理や地域福祉センターの運営を通して、市民が使い易い施設となるよう整備

をする。

社会福祉法第百九条

委託先

予算事業コード 1101006

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

まちや人とつながり心豊かに過ごす

地域で支え合う福祉の推進

社会福祉費

目標像

2

0

1,546

21,366

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

0

一般財源

防火戸修繕工事

　防火扉ダンパー2連折戸金物交換

　自動閉鎖装置（ラッチ式）交換

ゆめちかろ過機修繕工事

　ろ過ポンプ交換

　五方弁交換

　ビーズボックス交換

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0 0

0 0人

0

0

0

-

21,366

千円 0

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

平成１５年に建設後、２０年以上が経過し大規模修繕の必要性が高まっており、防水や配管、機器等の更新が必要となっ

ている。空調は令和８年度に実施設計を行い、令和９年度以降に改修を行っていく

A

市有施設としての施設整備事業のため

理由 市有施設としての施設整備事業のため

公共性

理由 必要不可欠な修繕のみ実施しているため

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 予防的修繕を実施できていないため

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

既に複合施設として実施している

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

平成１５年に建設後、２０年以上が経過し大規模修繕の必要性が高まっている

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

10.0%

0

300 300

0

予算額

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

-

8年度

30

5年度 6年度

千円 300

165

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 3 民生費 項 5

部局名 福祉部 課室名 地域共生推進課

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

11

目 1

災害見舞金支給

災害救助費

事業名

包括支援担当

-

枝番号

事業の対象 災害により被害を受けた市民

事業の目的

活動概要

被災した市民に対する福祉の増進を図る。

被災者又はその遺族に災害見舞金又は弔慰金を支給する。

災害弔慰金の支給等に関する法律

委託先

予算事業コード 1134001

9 1 -

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

まちや人とつながり心豊かに過ごす

4地域で支え合う福祉の推進

件 -

災害救助費

見舞(弔慰)金支給件数

目標像

2

0

30

300

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

270

一般財源

火災等発生時において、被害を受けた市民及び遺族に対して、支給する災害見舞金であり、令和６年度においては床上浸水９件

の支給を実施した。

【災害見舞金支給】

火災（半焼）　０件　　　　　　　０円

火災（全焼）　０件　　　　　　　０円

床上浸水　　  ０件　　　　　　　０円

延焼防止活動　１件　　３０，０００円

合計　　　　　　　　　３０，０００円

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0 165

0 0人

0

0

0

-

300

千円 0

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

B

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

今後も、被災者又は遺族に災害見舞金等を支給する。

B

情報収集が困難

理由 情報収集が困難

公共性

理由 予測できるものではないたため

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 LOGOチャットを活用し、マニュアルの共有など実施。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

消防との情報共有ができると、よりスムーズな対応が可能となる。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

特になし

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

3,728 4,183

0 0人

113

2,259

0

-

5,920

千円 3,615

執行率

0

1 1

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

3,815

1

5,268

5,920

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

408

一般財源

【市民活動支援】　（市民協働推進センター事業）

⑴　講座・交流会の開催

　①市民活動団体交流会2回（4/15・2/18）

　　※2/18は四市市民活動団体交流会

　②協働推進セミナー2回（職員向け11/20、団体向け1/20）

　③市民活動団体・自治会向けＬＩＮＥ講座3回（3/3,5,6）

⑵　情報発信

　①　X（旧Twitterツイート）

　②　Facebook

　③　YouTube配信（わこらぼチャンネル）

　④　センターHP

　⑤　センター情報紙（わこらぼ通信）発行

【協働推進】

⑴　わこらぼまつりの開催

⑵　市民・団体等との協働　345　件

会計年度職員

業務内容
市民活動等についての相談受付、協働事業のコーディネート 等

会計年度職員数（パートタイム） 人

4,330

予算事業コード 1067001

4 7 4

件 9 10

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

まちや人とつながり心豊かに過ごす

1協働によるまちづくりの推進

回

7

4

自治振興費

講座等開催回数

わこらぼチャンネルへの動画投稿数

目標像

3 枝番号

事業の対象 市民・市民活動団体等

事業の目的

活動概要

市民活動等が活性化し、新たに市民活動に参加する市民が増える。市民活動団体等が自立し、充実した団体運営・事業展開

が行える。

市民協働推進センターの協働推進員を中心に、市民活動等についての相談受付、協働事業のコーディネート、市民活動等を

担う人材の育成支援、市民や団体の交流の場の提供、市民活動等の情報収集・発信を行う。

－

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的
な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

11

目 1

協働推進

自治振興総務費

事業名

協働推進担当

7

委託業務名

1

款 2 総務費 項 8

部局名 市民環境部 課室名 市民活動推進課

件 390

わこらぼまつりの開催に必要なため

10 10

単位

わこらぼまつり会場設営撤去業務委託

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

7年度 7年度

委託理由

7

8年度

5,268

協働事業数

5年度 6年度

10

千円 4,228

4,129

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

341 345 350

2,871千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

92.8%

350 350

54

4,766 5,676

0

予算額



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

団体のニーズにあった講座の開催や、市民活動に興味を持ってもらえるようなセミナーを開催する必要がある。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

今後も市民や団体の意見をなどを把握しながら、活動支援及び協働の推進を図る。

A

市の各部局との協働調整を行うため。

理由 市の各部局との協働調整を行うため

公共性

理由 事業実施に必要なコストのみでの実施であるため

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 市民活動団体の活動周知等を目的としたわこらぼまつりの実施方法の見直し

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

市の各部局との協働調整を行うため

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある



  
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

22.2%

5 4

― －

0

500 9

0

予算額

16 － －

15件 3

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

100

8年度

2

子育て通訳サポート件数

和光市多文化共生ボランティア活動件数

5年度 6年度

10

千円 462

494

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 2 総務費 項 1

部局名 企画部 課室名 企画人権課

回 2

単位

無し

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

11

目 8

多文化共生推進

企画費

事業名

7

人権文化交流担当

120

枝番号

事業の対象 市民、外国籍市民、国際交流・協力を行っている地域団体、市内の学校や企業等

事業の目的

活動概要

外国籍市民の生活上のさまざまな問題が解消され、安心して暮らせるようにする。

①行政情報、生活情報を多言語ややさしい日本語などによるわかりやすく提供する。

②多文化共生ボランティア制度、災害時通訳・翻訳ボランティア制度を運用する。

なし

委託先

予算事業コード 1016510

99 91 120

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

まちや人とつながり心豊かに過ごす

2国内外の交流と多文化共生の推進

人 101

総務管理費

ボランティア登録数（多文化・災害のべ人数）

目標像

4

0

2

9

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

7

一般財源

(1)ボランティア登録数　（令和8年3月31日現在）

　①和光市多文化共生ボランティア　58名　（新規登録　6名）

　②和光市災害時通訳・翻訳ボランティア　33名　（新規登録　4名）

(2)和光市多文化共生ボランティア 令和7年度活動（4件）

　①翻訳：英語　　 ４件（図書館管内掲示、国保納税勧奨通知、保育園保護者向け通知（2件））

(3)外国籍市民への情報提供

　①やさしい日本語の活用推進（窓口・印刷物・ホームページ）

　②申請書、通知等の多言語版の作成

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

455 494

0 0人

0

0

0

-

2,188

千円 455

執行率

2,179
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３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

行政手続き等における通訳サービスは国、県にも類似サービスが存在するが、行政機関からの発信には対応していないこ

とと、対面の翻訳サービスが無いため、今後も一定程度のニーズが見込まれる。

B

要件として行政手続き等に係る事業であるため

理由 要件として行政手続き等に係る事業であるため

公共性

理由 最小限の経費で計上しているため

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 ボランティアの依頼者・従事者からの提出書類を電子化にするなど簡素化する余地あり

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

活動範囲の関係から難しい

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

外国籍住民が利用しやすいような周知体制を整える必要がある

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている


